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１．浜松市の１．浜松市のプロフィールプロフィール

① 浜松市の概要
② ものづくりのまち・浜松
③ 三遠南信地域の連携
④ 音楽の都・浜松
⑤ 創造都市・浜松の推進
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浜松市の浜松市の概要概要
◆人口

◆交通

◆自然

816,528人（前年同月比1,491人の減）
（平成2４年8月1日現在、住民登録（外国人含む）による）

◆気候

◆面積

1,558.04km２（岐阜県高山市に次いで全国２位）

１年を通じて温暖な気象条件に恵まれる。

北は赤石山系、東は天竜川、南は遠州灘、
西は浜名湖と四方を山・川・海・湖の異なる
環境に囲まれ、都市と自然が共存。
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東京と大阪のほぼ中間に位置し、東海道新幹線や東名高速道路など、
交通の要衝となってきました。新東名高速道路や三遠南信自動車道の
整備により、広域交通基盤が一層充実します。



ものづくりのまち・浜松ものづくりのまち・浜松
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◆ＳＵＺＵＫＩ・ＨＯＮＤＡ・ＹＡＭＡＨＡ

オートバイの国内４大メーカーのうち
３大メーカーの発祥の地

◆ＹＡＭＡＨＡ・ＫＡＷＡＩ・Ｒｏｌａｎｄ

楽器の国内３大メーカー全ての本社が立地

◆浜松ホトニクス

スーパーカミオカンデの光電子増倍管

（小柴東大名誉教授ノーベル物理学賞受賞の原動力）
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（重点取組）

・産業連携 ・防災連携

・三遠南信自動車道の整備促進

～第19回三遠南信サミット2011in遠州において共同宣言～

県境を越えた地域連携

内陸部の発展の可能性

→総合特区制度「未来創造『新ものづくり』特区」内閣府採択

・・・土地利用の規制緩和により農業・工業双方の振興を図る



音楽の都・浜松音楽の都・浜松

浜松国際ピアノコンクール

○平成３年度から７回開催（３年毎）
○目的 ・若きピアニストの育成、研鑽の成果を披露する場

・世界の音楽文化の振興
・国際交流の推進

○国際音楽コンクール世界連盟加盟（平成１０年）
○２０１２年１１月１０日～２５日

第８回浜松国際ピアノコンクール開催
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浜松市楽器博物館
○１９９５年に我が国初の公立楽器博物館として開設
○常設展・特別展のほか、演奏会・講座・学校との
共同授業など多種多様な活動を展開



キーワードは

“やらまいかスピリッツ！”

先人たちから脈々と受け継がれ、世界に誇るヒト・モノ・コトを

数多く生み出す原動力となった、浜松特有の進取の気性。

浜松市制100周年を機に、この精神の重要性を再認識し、
次の100年へ！

平成23年に浜松市は市制100年を迎えました

創造都市・浜松の推進創造都市・浜松の推進
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浜松城を足がかりに天下統一を

成し遂げた家康じゃ。浜松を

日本一元気な街にするために

生まれ変わったのじゃ。

地域力向上事業地域力

・市民提案による市民主体の住みよい地域づくり事業を、

区単位で応援

・例：南区「田んぼアート『出世大名家康くん』」（表紙写真）

天竜区「北遠の映画ロケ地を活用した地域活性化PJ」
天竜区「胡桃平地区へリポート造成事業」

・創造都市・浜松の実現に資する市民主体の取り組みを

応援する助成制度

・多数の企画提案の中から採択された３７事業が、

年間通して市内各地で展開される

市民力
みんなのはままつ

創造プロジェクト



２．２．浜松市の未来に向けて浜松市の未来に向けて

① マニフェストに基づく市政運営
② 行政需要と都市経営方針
③ 行財政改革

１．行財政改革推進審議会
２．職員数の削減
３．外郭団体の改革
４．戦略的な資産運営
５．補助金の削減
６．税収の確保
７．総市債残高の削減

④ 平成24年度当初予算＜一般会計＞
⑤ 浜松の防災・減災事業
⑥ 未来の種
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平成23年4月～

市長第
2期目

マニフェストに基づく市政運営マニフェストに基づく市政運営

①『こども第一主義』

・子育て世代を全力で応援

・地域一体の教育で浜松の未来を創造

②『くらし満足度向上』

・住みやすさナンバーワンの「ひとつの浜松」
・安全安心の医療と介護

③『行財政改革の推進』

・スピードある行財政改革で必要な財源を捻出
・市長みずから先頭に立つ

新しい浜松をつくる３つの基本姿勢

第１期（H19-H22）

①『やります！ 人財（ひと）づくり』

・創造性あふれる市民が集い主体的に行動
・浜松の未来の担い手となる人材の育成

②『やります！ 産業（もの）づくり』

・イノベーションに果敢に挑戦
・新たな技術や人材、産業の創出を支援

③『やります！ 文化（こと）づくり』

・多様な文化芸術を基盤にした人材の交流
・市民が主体となって文化を創造・発展

新たな挑戦 ３つの目標

第２期（H23-H26）
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第3回マニフェスト大賞
首長グランプリ受賞

★推進体制

施策の落とし込み

連 携

部（区）長宣言

市長マニフェスト
第２次総合計画
（H19-H26）

マニフェスト工程表
H24

戦略計画
（毎年の実施計画）
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主要な行政需要（重点戦略）

戦略１．【ものづくり】産業力強化、雇用創出

戦略２．【子ども】教育・育児環境の充実

戦略３．【安全・安心】福祉、防災、防犯、交通安全

戦略４．【持続可能性】環境対策、ごみ減量

戦略５．【くらし満足】 都心・中山間地、交通

戦略６．【健康】予防対策、医療の充実

戦略７．【地域活力】文化、観光、多文化共生

都市ビジョン の実現へ

行政需要と都市経営方針行政需要と都市経営方針

都市経営の考え方

１．市民協働によるまちづくり

２．戦略計画を核とした経営（意思決定・資源配分）

３．本庁と区役所

４．更なる行財政改革の推進

５．三遠南信地域の連携

選択と集中による経営資源の有効活用

市民協働の推進による行政の役割の最適化

スピード感ある市民サービスの提供

①広域な市域特有の多様な行政需要（国土縮図型都市）

・都心の求心力低下

・中山間地域における過疎化の進行

・道路、橋、庁舎など公共資産の維持

②「ひとつの浜松」の形成

市政運営を取り巻く課題

③ものづくり産業の集積地→経済・雇用環境の変化への対応

④人口減少・少子高齢化社会の進行

⑤地震・津波・集中豪雨などの自然災害の脅威

⑥地域主権改革

「浜松市戦略計画２０１２の基本方針」より引用
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行行財政改革推進審議会財政改革推進審議会

浜松市行財政改革推進審議会浜松市行財政改革推進審議会
（略して「行革審（ぎょうかくしん）」）（略して「行革審（ぎょうかくしん）」）

究極の
行財政改革を！

職員の意識改革を！
市民の負担増も！
市民も行革に協力を！

徹底した
情報公開を！

行財政改革①

第１次行革審
（17年 8月～19年 3月）

第２次行革審
（19年 8月～21年 8月）

第３次行革審
（21年10月～23年10月）

第４次行革審
（24年 1月～ ）

行 革 財源捻出 必要な施策
の実現

不断の
取り組み

第４次行革審

第1回公開審議 第2回公開審議 第3回公開審議 第4回公開審議

開催日 H24.3.24 H24.6.6 H24.7.28 H24.10.30
テーマ 第3次行革審答申への対

応方針について
資産経営について
(1)再配置計画・廃止計画
(2)施設等長寿命化計画
(3)指定管理者制度

外郭団体について
(1)総論
(2)(公財)文化振興財団
(3)(財)まちづくり公社

未定
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職員数の削減職員数の削減行財政改革②
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■職員数の削減実績 （単位：人）

年　　度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 累計

定数 6,370 6,262 6,107 5,950 5,825 5,749

削減数 △ 69 △ 108 △ 155 △ 157 △ 125 △ 76 △ 690

■職員数の削減目標（計画期間H23～H27） （単位：人）

年　　度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 24-27累計

定数 5,825 5,749 5,739 5,649 5,582 5,511

削減数 － △ 76 △ 10 △ 90 △ 67 △ 71 △ 238

市民1人あたりの人件費（H22）
人件費／人口 順位

横浜市　 51.7 1
札幌市　 54.3 2
福岡市　 54.5 3
浜松市 57.3 4
政令市平均 67.0
（平成22年度普通会計決算より）

（住民基本台帳の平成22年度末人口による）



外郭団体の外郭団体の改革改革行財政改革③
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損失補償・債務保証額の推移
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市から外郭団体への支出の推移
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109億円
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276
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40

市関係職員,
 62

市関係職員,
77
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1,100
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人

1,695人 1,700人 1,677人職員数合計

外郭団体数の推移（H18：23団体→H24：15団体（8団体の減））

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

団体数 23 22 20 18 16 16 15



戦略的な資産運営戦略的な資産運営行財政改革④
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平成21年度 施設評価（実施736施設）
合併時に旧市町村から引き継いだ保有施設等の存廃を評価

継続 廃止
評価

平成22年度 5カ年計画（上記施設）
施設ごとに改善・見直しあるいは廃止のための計画を作成

施設の統廃合

平成23～26年度 計画に基づく実践

適正化計画または廃止計画に基づく処分等

○20年4月 資産経営課の設置

資産に関する一元管理体制を構築

○21年度～ 施設評価・再配置に着手
施設数削減の実績と今後の計画

解体
H22まで 139 87 30 30 5 17
H23 27 23 8 0 3 1
H24 6 4 3 0 0 2
H25以降 211 47 - 160 4 -
計 383 161 41 190 12 20

※基準施設数1496施設
※H24以降は予定、計画どおりに進めば施設削減率25.6％を達成

削減
施設数

内訳
年度

閉鎖
管理主体

の変更
譲渡 貸付



補助金の削減補助金の削減行財政改革⑤
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◎長期化している補助金の削減、廃止

◎補助制度の統一、補助金の統合

◎評価制度の継続的な実施

◎補助金の実質的削減 など

H20行革審答申

行政関与の必要性や

事業効果などの観点

から補助対象経費を

精査

補助率は原則１／２

以内とする など

●

●

補助金予算の比較（H24当初⇔H20当初）

増減率（％） 増減率（％）

■合　　計 144 130.2 300 132.1 ▲ 156 ▲ 52.0 ▲ 1.9 ▲ 1.4

　　国・県補助事業 33 51.1 43 46.5 ▲ 10 ▲ 23.3 4.6 9.9

　　市単独事業 111 79.1 257 85.6 ▲ 146 ▲ 56.8 ▲ 6.5 ▲ 7.6

１．ソフト事業補助 119 85.0 273 86.3 ▲ 154 ▲ 56.4 ▲ 1.3 ▲ 1.6

　　国・県補助事業 23 27.7 32 22.8 ▲ 9 ▲ 28.1 4.9 21.4

　　市単独事業 96 57.2 241 63.5 ▲ 145 ▲ 60.2 ▲ 6.2 ▲ 9.8

２．投資的事業費補助 25 45.2 27 45.8 ▲ 2 ▲ 7.4 ▲ 0.5 ▲ 1.2

　　国・県補助事業 10 23.4 11 23.6 ▲ 1 ▲ 9.1 ▲ 0.3 ▲ 1.2

　　市単独事業 15 21.9 16 22.1 ▲ 1 ▲ 6.3 ▲ 0.3 ▲ 1.2

H20当初　B 期間増減A-B

件数
（件）

金額
（億円）

件数
（件）

金額
（億円）

件数
（件）

金額
（億円）

H24当初　A

区分



税収の確保税収の確保行財政改革⑥
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○現年分滞納者の早期徴収指導と処分

○差押を中心とした滞納整理の徹底

○特別徴収事業所の拡大

H23：従業員数10人以上を指定
→H24：在職者3人以上に拡大

○口座振替の促進

金融機関に促進手数料を支払うことに

より、口座振替加入者の増加を図る

※口座振替利用率は政令市中1位
など

※ともにすべての市税項目合計値

市税（現年度分）収入率

0

500

1,000

1,500

H１６ H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２ H２３
年度

金額(億円）

97.60%

97.80%

98.00%

98.20%

98.40%

98.60%

98.80%

率

収入額 収入率

合併 税源
移譲 ﾘｰﾏﾝｮｯｸ

市税（滞納繰越分）収入率

0

5

10

15

20

H１６ H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２ H２３
年度

金額(億円）

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%
率

収入額 収入率

差押えを中心とした
滞納整理の徹底



総市債残高の削減総市債残高の削減行財政改革⑦
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浜松市財政運営における最重点取組事項

中期財政計画目標値 （計画期間：19年度～26年度）

【１人あたり市債残高】

順位 市　　名 残高（千円）

1 相模原市 474
2 さいたま市 541
3 浜松市 633

1,093
※23年度末の全会計（速報値より）

政令指定都市平均

※人口は住民基本台帳人口＋外国人登録者数

市債残高削減計画と実績

5,009
4,902

5,350

5,577
5,502

5,440

5,162
5,083

5 ,225

5,632
5,493

5,380
5,291

5,174

4,500

5,000

5,500

6,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

計画値 実績値

億円

458
（目標）
5,000
億未満



平成２４年度平成２４年度 当初予算当初予算 〈〈一般会計一般会計〉〉

雇用の低迷や新規設備投資の抑制から税収の回復が見込めず厳しい財政状況が続く
規律ある財政運営を継続しつつ、災害への対応をはじめ市民生活を守る施策を実行

平成２４年度当初予算規模：２，６９２億円（△５８億円 △２．１％）

１，１８６億円（△３９億円 △３．２％）
家屋評価替えにより固定資産税30億円減を見込む

個人市民税４１２億円（△２０億円 △４．６％）
法人市民税１０５億円（＋１２億円 ＋１３．３％）

①市税収入は減少

義務的経費１，３９６億円（△４４億円 △３．１％）
人件費 ４５５億円（△２１億円 △４．４％）
扶助費 ５６２億円（△３１億円△５．２％）
公債費 ３７９億円（＋ ７億円＋１．９％）

投資的経費３７８億円（△４２億円△１０．０％）

②義務的経費・投資的経費の抑制

２６９億円（＋２億円 ＋０．７％）
通常債 ９９億円（△３２億円 △２４．７％）

臨時財政対策債 １７０億円（＋３４億円 ＋２５．１％）

③市債借入は抑制

行財政改革の徹底と
より一層の歳入確保

○定員適正化による人件費の抑制
○施設の統廃合や市有財産の有効活用
○外部団体の経営健全化
○税収の確保、国庫補助負担金の獲得

○防災対策の強化、エネルギー確保
○新産業創出、ものづくり特区活用
○中山間地域の振興
○創造都市の推進

震災後の新たな価値観へ対応
事業の選択と集中、行財政改革効果の活用

- 18-

その他
14%

補助費等
7%

物件費
14%

投資的経
費, 14%

公債費
14%

人件費
17%

扶助費
20%

歳入
地方交付
税, 8%

譲与税・
交付金
7%

その他
18%

市債
10%

国庫支出
金, 13%

市税
44%

歳出

元金償還 借入 プライマリーバランス

一般会計 ３２８億円 ２６９億円 ５９億円の黒字
総会計 ５１７億円 ４１２億円 １０５億円の黒字

歳出 歳入
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避難施設の整備
（当初予算3.2億円、9月補正8.7億円）
津波避難ビルの指定

タワー7箇所 、マウンド2箇所 の整備

民間企業等による避難施設整備助成

避難経路にあたる橋の耐震化 など

防災計画の整備
（当初予算0.3億円）
地域防災計画の見直し

区版避難行動計画の策定

通信体制の整備
（当初予算3.7億円）
地域防災無線のデジタル化

同報無線の増設 など

内陸部の企業用地確保
（当初予算1.0億円）
津波・地震等の災害リスクの少ない内陸部への

工場用地確保に向けた開発事業調査

津波対策事業基金の創設
（9月補正1.0億円）
企業等からの寄附金の受け皿として基金を創設

海岸から概ね2kmを暫定的な津波対策範囲とし、
津波避難施設を優先的に整備する。

浜松の防災・減災事業浜松の防災・減災事業
平成２４年度当初予算から９月補正予算まで

★津波避難タワー

●避難マウンド
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未来の種①～防潮堤整備～未来の種①～防潮堤整備～

●断面図付近の現況

●浜松市は土砂調達先として阿蔵山地区の調査に着手

●民間企業や自治会等から新たな寄附の申入れ



3.11 
東日本大震災

●内陸部への
工場移転の要請
への対応

東海・東南海・南海
三連動への危機感

●次代を担う担い手
（雇用)の創出

●耕作放棄地の活用

●高付加価値化農業
の推進

●新成長産業の集積

●企業ニーズへの迅速
な対応

★製造品出荷額：30,000億円
（H28年）
★新規立地件数：110件
（H24～H28）
★新規立地に伴う雇用増：
1,000人 （H24～H28）

★農業産出額：
600億円（H28年）
★農業参入した
企業による耕作面積
60ha（H28）

未来創造「新・ものづくり」特区

未来の種②～ものづくり特区～未来の種②～ものづくり特区～

-21 -

●既存産業の高度化と
戦略的な企業誘致に
よる新成長産業の集積

・工場拡張や新規立地
の用地がない

・生産拠点の市外・
海外流出

・農業の担い手の減少
・耕作放棄地の拡大

●農地の集約と企業等の
農業参入の促進



新エネルギーの導入～エネルギーの地産地消・自給自足～

★電力確保
★地域経済の振興

バイオマス発電
バイオマス熱利用

太陽光発電
太陽熱利用

水力・小規模水力発電

風力・小型風力発電

小規模火力発電

廃棄物発電
廃棄物熱利用

平成24年4月
新エネルギー推進事業本部設置

日照時間日本一
（H23年 2,386.2時間）
太陽光発電の最適地

日照時間日本一
（H23年 2,386.2時間）
太陽光発電の最適地

未来の種③～新エネルギー～未来の種③～新エネルギー～

-22 -



３３．決算から見．決算から見るる
浜松市の浜松市の財政状況財政状況

① 普通会計決算の状況

② 総市債残高の状況

③ 公営企業会計決算の状況

④ 外郭団体の経営健全化

-23 -



普通会計決算の状況①普通会計決算の状況① －歳入・歳出の概要－－歳入・歳出の概要－

※23年度決算。なお、政令市平均は23年度決算速報値の加重平均。
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歳入決算割合
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21.1%

11.5%
10.8%
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普通会計決算の状況普通会計決算の状況②② －－小さな行政型小さな行政型－－

・市民1人当たりの市税は
政令指定都市平均に近い

・市民1人当たりの歳出額は
政令指定都市の中で

2番目に少ない

市民一人当たりの市税と歳出額

一人当たりの歳出額

一
人
当
た
り
の
市
税
　
（
円

)

（円）

平均値

市民一人当たり歳出：428,734円

市民一人当たり市税：170,993円

浜松市

小さな行政型

大きな行政型

大阪市

名古屋市

熊本市

静岡市

0
　200,000

350,000

700,000

さいたま市

新潟市

北九州市

堺市

※23年度決算速報より作成

【市民1人当たり歳出額】

市名 千円

1 相模原市 316
2 浜松市 340
3 さいたま市 346
4 岡山市 358
5 静岡市 371
6 横浜市 372
7 堺市 381
8 千葉市 386
9 仙台市 391
10 川崎市 425

11 新潟市 434
12 札幌市 437
13 名古屋市 455
14 広島市 496
15 神戸市 505
16 福岡市 531
17 北九州市 539
18 京都市 546
19 大阪市 556

単純平均 431
平成22年度普通会計決算より

人口は年度末人口



普通会計決算の状況普通会計決算の状況③③－財政－財政の健全性の健全性－－
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平成22年度決算比較

22年度 23年度 増減

実質赤字比率 黒字 黒字 - 11.25 

連結実質赤字比率 黒字 黒字 - 16.25 

実質公債費比率 12.2 11 .7 △ 0.5 25.0 

将来負担比率 64.5 52 .9 △ 11.6 400.0 

項　　目
早期
健全化
基準

浜松市

【将来負担比率算定に用いた将来負担額】 （単位：億円）

22年度 23年度 増減

2,856 2 ,924 68

209 178 △ 31

1,103 1 ,036 △ 67

2 2 0

設立法人の負債等負担見込額 140 97 △ 43

474 464 △ 10

4,784 4 ,701 △ 83

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

合　　　  　　計

区　　　　分
将来負担額

地方債現在高（一般会計等）

債務負担行為に基づく支出予定額

順位

1 川崎市 1.08 岡山市 86.1 相模原市 4.3 相模原市 30.1

2 名古屋市 1.04 浜松市 87.9 堺市 5.4 さいたま市 47.7

3 相模原市 1.03 静岡市 88.0 さいたま市 6.1 堺市 59.8

4 さいたま市 1.01 新潟市 88.1 大阪市 10.2 浜松市 64.5

5 千葉市 1.00 さいたま市 90.2 札幌市 10.6 岡山市 108.9

6 横浜市 1.00 福岡市 93.1 新潟市 10.8 静岡市 109.9

7 大阪市 0.94 相模原市 94.1 北九州市 11.7 札幌市 115.1

8 静岡市 0.91 堺市 95.1 仙台市 11.9 新潟市 119.0

9 浜松市 0.88 札幌市 95.3 川崎市 11.9 川崎市 120.1

10 仙台市 0.86 仙台市 95.4 名古屋市 12.1 仙台市 155.2

11 福岡市 0.84 広島市 96.3 浜松市 12.2 北九州市 166.0

12 堺市 0.83 神戸市 96.4 静岡市 12.7 神戸市 172.4

13 広島市 0.81 川崎市 96.8 神戸市 12.9 名古屋市 216.3

14 岡山市 0.76 横浜市 97.2 京都市 13.1 福岡市 219.8

15 京都市 0.76 千葉市 97.7 広島市 15.6 大阪市 220.6

16 神戸市 0.73 北九州市 97.7 岡山市 15.9 横浜市 234.4

17 北九州市 0.70 京都市 98.2 福岡市 16.4 京都市 235.0

18 新潟市 0.70 名古屋市 99.4 横浜市 18.0 広島市 251.3

19 札幌市 0.69 大阪市 99.4 千葉市 21.4 千葉市 285.3

単純平均 0.87 単純平均 94.3 単純平均 12.3 単純平均 154.3

※ 22年度決算、表中の太線は単純平均分岐線

財政力指数 実質公債費比率 将来負担比率経常収支比率



順位
1 浜松市 0.92% 浜松市 98.0 岡山市 95.1
2 静岡市 1.15% 堺市 98.2 浜松市 95.7
3 新潟市 1.36% 新潟市 99.0 新潟市 97.6
4 さいたま市 1.54% 京都市 99.9 静岡市 99.8
5 仙台市 1.58% 大阪市 100.2 さいたま市 100.2
6 相模原市 1.70% 相模原市 100.4 福岡市 103.0
7 千葉市 1.82% 広島市 100.5 相模原市 103.1
8 岡山市 1.83% 札幌市 100.6 川崎市 103.3
9 横浜市 1.85% 千葉市 100.8 堺市 104.7
10 名古屋市 2.08% 岡山市 101.1 横浜市 106.2
11 川崎市 2.23% 仙台市 101.5 広島市 107.6
12 広島市 2.32% さいたま市 101.7 神戸市 107.6
13 北九州市 2.45% 神戸市 101.9 札幌市 107.7
14 福岡市 2.83% 福岡市 102.3 仙台市 107.9
15 堺市 3.01% 静岡市 103.0 名古屋市 108.6
16 神戸市 3.15% 北九州市 103.1 北九州市 110.3
17 京都市 3.19% 名古屋市 103.5 千葉市 110.6
18 札幌市 3.71% 川崎市 103.7 京都市 110.8
19 大阪市 5.72% 横浜市 103.8 大阪市 112.5
単純平均 2.34% 単純平均 101.2 単純平均 104.9

※22年度決算

実質的な経常収支比率生活保護率 ラスパイレス指数

※生活保護率：人口百人

　当たり実被保護人員

※出典：平成23年地方公務

　員給与実態調査結果

　（総務省）※出典：厚労省統計調査

　（平成24年3月）
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臨時財政対策債といえども、長期借入金に

他ならないとのスタンスに基づき、通常債と

同様に起債を抑制

政府系資金の場合20年・30年ものを
浜松市は縁故債10年償還（借換なし）、
市場公募債10年償還（借換1回）で借入れ

※実質20年償還

→実質公債費比率は高くなるが、将来負担

比率が良好に

臨時財政対策債の発行可能額と借入額の推移

201208
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6165
159

142

856047

7178
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発行可能額 借入額

経常一般財源から臨時財政対策債を除いた

「実質的な経常収支比率」は95.7％で政令市第2位
（臨時財政対策債を借金とみなした場合の比較）
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普通会計決算の状況普通会計決算の状況④④－－経年変化経年変化－－

H19～H22政令指定都市平均は財政白書（総務省）からの引用（加重平均値）
H23政令指定都市平均はH23決算速報値の単純平均
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バランスシート普通会計決算の状況⑤普通会計決算の状況⑤－バランスシート－－バランスシート－

総務省方式改訂モデル

1 公共資産 1 地方債

(1) 有形固定資産 2 未払金

① 建物など 3 退職手当引当金

② 土地 4 その他

(2) 売却可能資産

2 投資等 1 国県補助金等

3 流動資産 2 一般財源等

3 資産評価差額

1 公共資産 1 地方債

(1) 有形固定資産 2 未払金

①建物など 3 退職手当引当金

②土地 4 その他

(2) 売却可能資産

2 投資等 1 国県補助金等

3 流動資産 2 一般財源等

4 繰延勘定 3 資産評価差額7億円

711億円

192億円

1兆4,251億円

1兆1,353億円

債務返済の財源等 これまでの世代の負担

503億円 3,525億円

5,511億円 193億円

200億円 純資産　1兆5,070億円

1兆9,962億円 5,260億円

95億円

565億円

平成24年3月31日現在

資産　2兆1,183億円 負債　    6 ,113億円

将来の世代に引継ぐ社会資本 将来の世代の負担となる債務

64億円

300億円

これまでの世代の負担

2,268億円

9,518億円

52億円

純資産　1兆1,850億円

債務返済の財源等

507億円

5,216億円

181億円

資産　1兆5,288億円 負債　3,438億円

将来の世代に引継ぐ社会資本 将来の世代の負担となる債務

2,910億円

16億円

460億円

1兆4,481億円

9,084億円

平成24年3月31日現在
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財政活動分析（普通会計ベース）の経年推移

①市民一人当たりの資産の推移

②社会資本形成将来世代負担比率の推移

③純資産比率の推移

④市民一人当たりの負債の推移

※人口は、各年度3月31日現在の住民基本台帳人口＋外国人登録者数

22→23増減

△ 1,993

△ 14

△ 1

22→23増減

△ 14

0

0.1%

22→23増減

△ 50

△ 14

0.0%

22→23増減

△ 1,993

△ 14

3

816,848

3,400

416

※合併特例債を借入れ基金に積立てた38億円については、将来世代に負担が発生

しないため、資産及び負債から控除している。

3,432

人口 （人） 818,841

15,250

11,850

77.7%

23年度

1,867

14,481

3,400

23.5%

23年度

816,848

15,250

820,971

資産 （億円） 15,26415,200

1,851市民一人当たりの資産 （千円） 1,864

人口 （人） 818,841

77.4%

項目 22年度21年度

純資産比率 B/A 77.6%

15,200

純資産 B（億円） 11,85011,768

負債・純資産計 A（億円） 15,264

項目 22年度21年度

14,531

3,414

23.5%

14,493

3,432

23.7%

22年度21年度項目

A（億円）

B（億円）

B/A

公共資産

負債

将来負担比率

項目 22年度21年度

418市民一人当たりの負債 （千円） 417

820,971

負債 （億円） 3,414

23年度

23年度



総市債残高の状況総市債残高の状況
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平成23年度末市債残高の状況 (単位：億円）

元金
償還
B

借入
C

一般会計 2,794 318 328 △ 10 2,804 2,773 31

特別会計 132 21 9 12 120 128 △ 8

企業会計 2,299 138 89 49 2,250 2,261 △ 11

合計 5,225 477 426 51 5,174 5,162 12

23
年度末
残高
A-D

中期
財政
計画値

計画と
実績の
対比

会計別

22
年度末
残高
A

23年度
プライマリー

バランス

D=B-C

市債残高の推移

0

2,000

4,000

6,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23

億円

一般会計

企業会計

特別会計

一般会計 3,061 2,960 2,861 2,800 2,793 2,804

特別会計 168 157 158 141 132 120

企業会計 2,403 2,376 2,361 2,350 2,300 2,250

計 5,632 5,493 5,380 5,291 5,225 5,174

対H18増減 － △ 139 △ 252 △ 341 △ 407 △ 458
対H18比増減率 － △2.5% △4.5% △6.1% △7.2% △8.1%



公営企業会計決算の状況公営企業会計決算の状況
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○平成21年度に実施した給与構造改革や、「健全化アクション
プラン」に基づく経営改革の効果

○入院患者数の増加、病床利用率の向上

23年度（医療センター）

入院患者数 19.0万人→19.5万人（2.6％の増）

病床利用率 86.8％→88.8％（2.0％の増） ※ともに対前年度比

○23年度から医療センターに利用料金制を導入し、

指定管理者負担金により10億円を超える純利益を計上

○一般会計からの繰入は1.8億円減少

○使用料収入や一般会計繰入金の減少により、

23年度は経常収支比率が100%を若干下回った。
⇒24年7月に使用料の値上げ（約9%）を実施
○当面は企業債償還額が総支出（資金ベース）の

50%以上を占める状況が続くため、建設投資を
抑制し、企業債残高の削減を徹底して進める。

・建設改良費 H17：128億円→H23：68億円（47%の減）

116.6119.2115.7119.0121.2

99.8100.999.199.999.5

50.0

75.0

100.0

125.0

150.0

H19 H20 H21 H22 H23

％
営業収支比率 経常収支比率

【23年度損益収支】 （単位：億円）

区　分 病院事業 水道事業 下水道事業

総収益 73.2 107.7 151.3 

総費用 62.4 107.4 151.5 

純利益・
△純損失

10.8 0 .3 △ 0.2 

累積剰余金・
△累積欠損金

12.2 1.4 △ 3.2 



外郭団体外郭団体の経営健全化の経営健全化
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※対象は市議会へ経営状況を報告している法人

外郭団体の借入残高

282 261 238 217 200
161

91

88
74

63

22

48

39

31

23

1

6

10

17

1

1

2

1

1

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

年度末
土地開発公社 建設公社

ﾌﾗﾜｰ･ﾌﾙｰﾂﾊﾟｰｸ公社 その他

億円

262

334

376

419

218

172

 98

外郭団体の収支状況及び市からの支出金への依存度 （単位：百万円、％）

収益 費用
純利益・
純損益

浜松市から
の支出額

市収入
依存度

1 ★
浜松市土地開発公
社

100.0% 4,719 4,710 9 1,851 39.2%

2 ★
（財）浜松市清掃公
社

88.8% 852 747 105 52 6.1%

3 ★
（財）浜松市フラワー・フ
ルーツパーク公社

100.0% 1,122 1,158 △ 36 655 58.4%

4 ★
（財）浜松市医療公
社

100.0% 15,911 15,911 0 1,838 11.6%

5 ★
（財）浜松市文化振
興財団

93.5% 2,667 2,590 77 1,630 61.1%

6 ★ （株）なゆた浜北 78.0% 244 237 7 103 42.2%

7
（福）浜松市社会福
祉事業団

100.0% 1,093 996 97 515 47.1%

8
（公財）浜松国際交
流協会

42.4% 86 86 0 69 80.2%

9
（財）浜松地域テクノ
ポリス推進機構

30.1% 1,019 1,019 0 216 21.2%

10
（財）浜松市勤労福
祉協会

45.5% 460 461 △ 1 52 11.3%

11
（財）浜松まちづくり
公社

25.1% 2,444 2,429 15 708 29.0%

※対象は連結財務諸表を作成する際の連結対象団体

※団体名称は平成23年度末時点

※市議会欄の★は市議会へ経営状況を報告している法人

市出資
比率

団体名№

23年度収益的収支市
議
会



４４．市債発行方針．市債発行方針

① 市債管理方針

② 浜松市の格付け

③ 市場公募債発行概要
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市債管理市債管理方針方針
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総会計のプライマリーバランス

423

507
540

467
442

477
517

443 453

426
376378

427
369

337

412
386

354

0

100

200

300

400

500

600

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

億円
元金償還額 新規発行額

PB 86 138 113 89 66 51 105 57 99

※23年度までは実績、24年度は当初予算ベース、25年度以降は中期財政計画値
※PBはプライマリーバランス

★具体的には・・・

＜発行ルール＞＜発行ルール＞

○中期財政計画に基づく市債の

発行抑制

○元金償還額未満の発行による

市債残高の削減

＜償還ルール＞＜償還ルール＞

○繰上償還による償還前倒し

○新発債について償還ペースの

維持・短縮

＜積立ルール＞＜積立ルール＞

○毎年発行額の1／20を減債基金
に積立（据置なし）

（実質公債費比率より前倒しの積立）



浜松市の格付け浜松市の格付け

Ａａ３（ダブルエースリー）
[アウトルック：安定的]

ＢＣＡ（自治体固有の信用力）：
a1

ムーディーズ・ジャパン株式会社
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＜格付を支える要因＞＜格付を支える要因＞

○堅実な財政運営とその実績

○他の自治体に比べて小さい

債務負担

○外郭団体も含めた行財政

改革等への積極的な取組み

（↑浜松市独自評価の要因）（↑浜松市独自評価の要因）

○中央政府による地方財政

への監視及び財政調整制度

など堅固な制度的枠組み

（↑全自治体共通の要因）（↑全自治体共通の要因）
※ムーディーズ・クレジットオピニオンから引用

ムーディーズ格付け　他団体比較
　●BCA（ベースライン信用力評価）スコアカード

都市名 浜松市 札幌市 堺市 新潟県 静岡市 福岡市 大阪市 名古屋市 広島県 京都市 福岡県 静岡県

「国内環境」を除いた
BCAスコアカードの合計

1.87 2.22 2.34 2.44 2.46 2.47 2.60 2.73 2.74 2.74 2.84 2.92

（浜松市との差） (-) (0.35) (0.47) (0.57) (0.59) (0.60) (0.73) (0.86) (0.87) (0.87) (0.97) (1.05)

（各レポートの更新時期による差を埋めるため、ムーディーズのレポートより浜松市が独自に作成）

依頼格付取得政令指定都市一覧（2010年度スコア）

都市名 浜松市 札幌市 堺市 新潟県 静岡市 福岡市 大阪市 名古屋市 広島県 京都市 福岡県 静岡県
※クレジット・オピニオン公表日 H23.10.12 H24.3.30 H23.10.3 H24.3.22 H23.10.4 H23.12.6 H23.12.14 H24.1.26 H24.2.2 H24.2.17 H24.4.5 H23.12.9

国内環境 1.00 0.75 1.00 0.75 1.00 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75

制度の枠組み 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55

財政状況と実績 0.30 0.50 0.70 0.50 0.60 0.60 0.60 0.60 0.80 0.80 0.90 0.90

債務状況 0.63 0.78 0.70 1.00 0.85 0.93 0.93 0.93 1.00 1.00 1.00 1.08

行財政運営の状況 0.30 0.30 0.30 0.30 0.36 0.30 0.43 0.56 0.30 0.30 0.30 0.30

地域経済のファンダメンタルズ 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

BCAスコアカードの合計 2.87 2.97 3.34 3.19 3.46 3.22 3.35 3.48 3.49 3.49 3.59 3.67

（浜松市との差） (-) (0.10) (0.47) (0.32) (0.59) (0.35) (0.48) (0.61) (0.62) (0.62) (0.72) (0.80)

BCAスコアカード 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 4 4

BCA a1 a1 a1 a2 a1 a1 a2 a2 a1 a2 a1 a1

格付け Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3 Aa3

※各レポートの更新時期により、推計GDPなどの数値が若干異なっている場合がある

※表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないことから、合計と一致しない場合がある

　BCAスコアカードは、定量的および定性的な指標によりBCAの評価を推定するものであり、格付委員会において地方

自治体の信用力を評価する際に参考にされる。



◇発 行 額 ： １００億円（１０年債）

◇条件決定日 ： 平成２５年１月予定

◇発 行 日 ： 平成２５年１月下旬予定

市場公募債発行概要市場公募債発行概要
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※23年度までは実績、24年度は当初予算ベース、25年度以降は中期財政計画値

市債発行額の推移と計画（普通会計）
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市場公募債 銀行等引受債 公的資金 その他

中期財政計画より億円

市場公募債

銀行等引受債
公的資金

 ㈱静岡銀行

 ㈱みずほコーポレート銀行

 ㈱みずほ銀行

 ㈱三井住友銀行

 ㈱新生銀行

 ㈱あおぞら銀行

 浜松信用金庫

 遠州信用金庫

 野村證券㈱

 大和証券㈱

 SMBC日興証券㈱

 みずほ証券㈱

 三菱UFJモルガン・スタンレー証券㈱

 岡三証券㈱

 東海東京証券㈱

 ゴールドマン・サックス証券㈱

 バークレイズ証券㈱

 しんきん証券㈱

 【浜松市債引受シンジケート団】

証
　
券
　
団

銀
　
行
　
団



昨年３月の東日本大震災発生から１年以上が経過しました。沿岸部に位置し、今後予想される南海ト
ラフの震源域に近い本市にとっては、とても他人事とは思えない、衝撃的な大災害でした。これを踏まえ、

本市は、災害への備えを含めた危機管理力の強化を、市政の最優先課題として動き出しております。
また、少子高齢化や生活保護の増加など、扶助費を中心とした歳出圧力は、年々、確実に増加し
ています。

本市財政は、本書記載のとおり、これまでの行財政改革により、財政指標においては比較的健全
な状態にありますが、将来においても引き続き安定した財政を堅持し、かつ、真に必要な施策
にしっかりと対応できるよう、１０年・２０年先を見据えて行動していく必要があります。

先人たちから引き継がれた「やらまいか」精神と、これまで積み上げてきた健全かつ柔軟な財政
運営をベースに、一層の強い意志を持って行財政改革のスピードアップに取り組みます。

むすびにむすびに ～～浜松市の未来を見据えて浜松市の未来を見据えて～～





徳川家康公が築いた浜松城。歴代城主
が江戸幕府の重役に登用されたことから、
浜松城は、別名「出世城」と言われる。
浜松は「出世の街」であることを全国
にアピール！

●出世大成パワーカード
浜松城天守閣、ホテルコンコルド浜松
などで好評発売中。
官民を挙げての取り組みが必要！

ＣＰ情報 出世の街はままつ
ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ



浜松市 財務部 財政課

〒430-8652 浜松市中区元城町103-2
TEL 053-457-2274
FAX 053-457-2275

e-mail zaisek@city.hamamatsu.shizuoka.jp
URL http://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/

お問い合わせ


